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「
在
宅
診
療
の
推
進
に
は

医
科
歯
科
連
携
が
重
要
」
―

―
。
社
保
研
究
部
が
６
月
16

日
に
Ｍ
＆
Ｄ
ホ
ー
ル
で
開
い

た
在
宅
療
養
支
援
歯
科
診
療

所
の
施
設
基
準
に
係
る
研
修

会
で
、講
師
の
小
正
裕
氏（
大

阪
歯
科
大
学
教
授
）は
高
齢

者
歯
科
の
充
実
を
訴
え
た
。

　

今
回
の
診
療
報
酬
改
定
で

歯
援
診
の
歯
科
衛
生
士
が
訪

問
診
療
の
補
助
を
し
た
場
合

に
、
訪
問
診
療
補
助
加
算
が

の
推
進
に
関
し
て
は
、
口
腔

保
健
法
第
９
条
に
規
定
さ
れ

て
い
る
と
指
摘
。
医
科
・
歯

科
連
携
し
た
チ
ー
ム
医
療
が

い
っ
そ
う
重
要
と
な
り
、
在

宅
で
の
口
腔
ケ
ア
、
急
性
期

病
棟
へ
の
手
術
前
後
の
口
腔

ケ
ア
の
重
要
性
、
摂
食
嚥
下

・
肩
の
筋
肉
の
運
動
、
②
下

顎
の
前
方
・
側
方
運
動
、
③

開
口
運
動
―
―
を
行
う
こ
と

に
よ
り
筋
肉
の
ス
ト
レ
ッ
チ

を
行
う
。
特
に
外
側
翼
突
筋

と
顎
二
腹
筋
の
血
流
の
改
善

が
大
切
で
あ
る
。

党
が
一
体
と
な
っ
て
進
め
る

消
費
税
増
税
案
は
、
可
処
分

所
得
が
５
９
６
万
円
か
ら
５

０
４
万
円
に
減
り
、
長
年
に

わ
た
っ
て
景
気
が
低
迷
す
る

な
か
で
の
計
画
だ
。
消
費
税

率
10
％
と
社
会
保
障
削
減
を

合
わ
せ
た
国
民
負
担
額
は
、

過
去
最
大
の
20
兆
円
を
超
え

費
支
出
は
、
97
年
ま
で
上
昇

し
て
き
た
。
し
か
し
、
増
税

後
は
一
転
、
悪
化
の
一
途
を

た
ど
っ
て
い
る
。
消
費
税
増

税
と
社
会
保
障
改
悪
に
よ
る

９
兆
円
の
負
担
増
政
策
が
、

回
復
基
調
に
あ
っ
た
景
気
を

ど
ん
底
に
突
き
落
と
し
た
。

大
不
況
の
引
き
金

　

民
主
・
自
民
・
公
明
の
３

と
は
明
白
だ
。

景
気
を
ど
ん
底
に

　

原
因
は
二
つ
あ
る
。
消
費

税
増
税
に
よ
る
景
気
の
低
迷

と
、
基
幹
税
で
あ
る
所
得
税

・
法
人
税
の
減
税
だ
。
総
務

省
の
家
計
調
査
で
は
、
勤
労

者
世
帯
の
可
処
分
所
得
（
収

入
か
ら
税
と
社
会
保
険
料
を

差
し
引
い
た
手
取
り
）
や
消

　

「
社
会
保
障
の
安
定
財
源

を
確
保
す
る
」。
消
費
税
増

税
を
正
当
化
す
る
た
め
に
、

政
府
が
繰
り
返
し
宣
伝
し
て

い
る
フ
レ
ー
ズ
だ
。
消
費
税

率
を
10
％
に
引
き
上
げ
れ

ば
、
消
費
税
収
は
13
・
５
兆

円
増
え
る
。
し
か
し
、
消
費

税
増
税
が
国
全
体
の
税
収
増

に
結
び
付
く
か
と
い
う
と
、

そ
う
で
は
な
い
。

法
人
税
収
の
下
落

　

消
費
税
率
を
５
％
に
引
き

上
げ
た
１
９
９
７
年
以
後
、

国
と
地
方
の
税
収
は
ど
の
よ

う
に
変
化
し
た
か
。
増
税
前

の
96
年
度
と
直
近
の
10
年
度

を
比
較
す
る
と
、
確
か
に
消

費
税
収
は
７
・
６
兆
円
か
ら

12
・
７
兆
円
に
増
え
た
。
一

方
で
、
税
収
の
総
額
は
、
90

・
３
兆
円
か
ら
76
・
２
兆
円

に
14
兆
円
も
激
減
し
た
。
税

収
の
内
訳
を
み
る
と
、
法
人

３
税
は
マ
イ
ナ
ス
８
・
５
兆

円
、
所
得
税
・
住
民
税
は
マ

イ
ナ
ス
３
・
５
兆
円
、
そ
の

他
の
税
は
マ
イ
ナ
ス
７
・
２

兆
円
と
、
軒
並
み
落
ち
込
ん

で
い
る
。

　

96
年
度
の
税
収
を
基
準
に

消
費
税
増
税
後
の
14
年
間
を

み
る
と
、
累
積
で
84
兆
円
も

の
税
収
が
消
え
て
い
る
。
消

費
税
を
引
き
上
げ
た
97
年
当

時
の
橋
本
龍
太
郎
首
相
は
、

「
高
齢
化
社
会
を
支
え
る
安

定
財
源
を
確
保
で
き
る
」
と

主
張
し
て
い
た
が
、
安
定
財

源
を
確
保
で
き
な
か
っ
た
こ

算
定
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

こ
と
か
ら
関
心
が
高
く
、
会

場
い
っ
ぱ
い
の
１
２
０
人
が

参
加
し
た
。

　

小
正
氏
は
、
老
化
の
メ
カ

ニ
ズ
ム
か
ら
始
ま
り
、
残
有

歯
数
と
疾
患
、
要
介
護
度
と

残
存
歯
数
と
の
関
連
性
に
つ

い
て
説
明
し
た
。

　

そ
し
て
昨
年
８
月
に
歯
科

口
腔
保
健
法
が
成
立
し
た
こ

と
の
重
要
性
に
つ
い
て
も
触

れ
た
。
高
齢
者
の
治
療
時
に

障
害
、
口
腔
乾
燥
症
へ
の
取

り
組
み
、
検
査
方
法
、
治
療

方
法
に
つ
い
て
も
説
明
し

た
。

　

最
後
に
、
歯
科
医
師
は
高

齢
者
に
対
す
る
専
門
的
な
知

識
に
つ
い
て
研
鑽
を
重
ね
、

歯
科
疾
患
と
全
身
疾
患
と
の

　

顎
関
節
症
は
マ
ス
コ
ミ
等

で
誤
っ
て
伝
え
ら
れ
る
こ
と

も
あ
り
、
患
者
に
は
病
気
の

説
明
を
行
っ
た
う
え
で
患
者

の
病
態
を
把
握
し
、
症
状
を

解
釈
し
て
正
し
く
診
断
す
る

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

る
。

　

平
均
的
な
勤
労
者
世
帯
の

負
担
額
は
25
・
５
万
円
。
１

カ
月
分
の
給
与
が
吹
き
飛
ぶ

こ
と
に
な
れ
ば
、
税
収
増
ど

こ
ろ
か
、
日
本
経
済
の
６
割

を
占
め
る
家
計
消
費
の
さ
ら

な
る
悪
化
を
招
き
、
大
不
況

の
引
き
金
と
な
る
。

　

協
会
は
、
大
阪
市
を
よ
く

す
る
会
の
福
井
朗
事
務
局
長

と
北
山
良
三
氏
（
同
市
会
議

員
、
共
産
）
を
講
師
に
、
橋

下
徹
大
阪
市
長
の
市
政
「
改

革
」
を
考
え
る
学
習
会
を
６

月
９
日
、
保
険
医
会
館
で
開

い
た
。
両
氏
は
、
医
療
・
福

祉
切
り
捨
て
の
「
改
革
プ
ラ

ン
」
の
実
態
を
説
明
し
、
プ

ラ
ン
の
撤
回
を
訴
え
た
。

　

福
井
氏
は
、
パ
ブ
リ
ッ
ク

・
コ
メ
ン
ト
で
は
、
２
万
６

千
件
を
超
え
る
反
対
意
見
が

寄
せ
ら
れ
た
と
し
、「
短
期

間
に
こ
れ
だ
け
運
動
が
広
が

っ
た
の
は
初
め
て
だ
」
と
述

べ
、
運
動
を
大
き
く
し
て
い

く
こ
と
を
呼
び
か
け
た
。

　

北
山
氏
は
、「
改
革
」
の

前
提
と
し
て
い
る
「
５
０
０

億
円
の
収
支
不
足
」
に
つ
い

【
面
談
】

衆
院
▽
社
・
服
部
良
一

【
秘
書
対
応
】

衆
院
▽
民
・
稲
見
哲
男
、

大
谷
啓
、
大
谷
信
盛
、
熊

谷
貞
俊
、
熊
田
篤
嗣
、
辻

惠
、
辻
元
清
美
、
中
川

治
、
中
野
寛
成
、
長
尾

敬
、
長
安
豊
、
樋
口
俊

一
、
平
野
博
文
、
藤
村

修
、
松
岡
広
隆
、
村
上
史

好
、
森
山
浩
行
、
吉
田
お

さ
む
▽
自
・
近
藤
三
津

枝
、
竹
本
直
一
、
谷
畑

孝
、
西
野
あ
き
ら
、
松
浪

健
太
、
柳
本
卓
治
▽
公
・

池
坊
保
子
、
佐
藤
茂
樹
▽

共
・
宮
本
岳
志
、
吉
井
英

勝
▽
き
・
渡
辺
義
彦
▽
国

・
中
島
正
純

参
院
▽
民
・
梅
村
聡
、
尾

立
源
幸
、
藤
原
正
司
▽
自

・
北
川
イ
ッ
セ
イ
▽
公
・

石
川
博
崇
、
白
浜
一
良
▽

共
・
山
下
芳
生

�

（
敬
称
略
・
順
不
同
）

関
連
を
熟
知
し
、
元
気
で
長

生
き
す
る
こ
と
の
重
要
性
を

認
識
し
て
、
口
腔
保
健
法
の

施
行
を
機
に
歯
科
検
診
、
在

宅
歯
科
治
療
、
医
科
歯
科
の

連
携
を
充
実
さ
せ
て
い
か
ね

ば
な
ら
な
い
と
訴
え
た
。

（
住
之
江
区
・
吉
田
裕
志
）

　

講
演
は
動
画
も
用
い
て
分

か
り
や
す
く
工
夫
さ
れ
て
お

り
、
最
後
に
は
実
際
の
症
例

検
討
も
行
わ
れ
、
日
常
の
臨

床
に
直
結
し
た
内
容
で
あ
っ

た
。

（
東
大
阪
市
・
西
川
眞
二
）

失
政
の
繰
り
返
し

　

消
費
税
が
安
定
財
源
に
な

り
得
な
い
こ
と
は
、
歴
史
が

証
明
し
て
い
る
。
こ
の
ま
ま

消
費
税
増
税
を
強
行
す
れ

ば
、
97
年
の
橋
本
政
権
の
大

失
政
を
繰
り
返
す
こ
と
に
な

る
。�

（
つ
づ
く
）

て
、「
真
っ
赤
な
ウ
ソ
。
全

市
長
時
代
の
試
算
で
は
、
不

足
額
は
１
０
０
億
円
だ
っ

た
」
と
指
摘
。
市
有
地
売
却

益
や
基
金
財
源
な
ど
を
過
小

評
価
し
、
財
政
危
機
を
煽
っ

て
い
る
実
態
を
浮
き
彫
り
に

し
た
。

　

橋
下
市
長
が
市
民
向
け
施

策
を
削
り
、
ベ
イ
エ
リ
ア
リ

ゾ
ー
ト
や
関
空
リ
ニ
ア
な
ど

の
無
謀
な
大
開
発
を
進
め
よ

う
と
し
て
い
る
と
批
判
。

「
橋
下
『
改
革
』
は
急
発
進

・
猛
ス
ピ
ー
ド
だ
が
、
ブ
レ

ー
キ
と
ハ
ン
ド
ル
の
き
か
な

い
暴
走
車
だ
。
事
実
を
広
く

市
民
に
知
ら
せ
、
間
違
っ
た

『
改
革
』
を
止
め
な
い
と
い

け
な
い
」
と
訴
え
た
。

�

（
次
号
に
要
録
を
掲
載
）

ち
Ⅲ
型
（
関
節
円
板
に
異

常
）、
Ⅳ
型
（
骨
に
異
常
・

変
形
性
関
節
症
）
の
治
療
に

つ
い
て
解
説
い
た
だ
い
た
。

　

松
本
氏
の
治
療
法
の
変
遷

と
し
て
は
、
当
初
は
保
存
療

法
と
し
て
ス
プ
リ
ン
ト
や
薬

物
を
使
用
し
、
そ
れ
ら
で
効

果
が
見
ら
れ
な
い
場
合
は
外

科
的
治
療
と
し
て
関
節
円
板

切
除
術
を
行
っ
て
い
た
。
術

式
の
進
化
に
よ
り
内
視
鏡
手

術
を
行
う
よ
う
に
な
り
、
顎

関
節
洗
浄
療
法
や
ヒ
ア
ル
ロ

ン
酸
関
節
注
入
に
モ
ビ
リ
ゼ

ー
シ
ョ
ン
併
用
療
法
が
効
果

を
奏
し
た
。
さ
ら
に
病
態
を

患
者
に
理
解
し
て
も
ら
い
自

分
で
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る

顎
関
節
モ
ビ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

療
法
と
し
て
理
学
療
法
を
実

践
す
る
こ
と
に
よ
り
、
さ
ら

に
効
果
が
得
ら
れ
て
い
る
。

　

具
体
的
な
方
法
は
、
①
頸

　

臨
床
学
術
部
は
、
松
本
憲

氏
（
大
阪
大
学
大
学
院
歯
学

研
究
科
准
教
授
）
を
講
師
に

６
月
17
日
、
Ｍ
＆
Ｄ
ホ
ー
ル

で
生
涯
研
修
講
座
「
動
か
し

て
治
す
顎
関
節
症
」
を
開
い

た
。
会
員
ら
１
４
１
人
が
参

加
し
た
。

　

顎
関
節
症
は
Ⅰ
型
～
Ⅴ
型

に
分
類
さ
れ
る
が
、
そ
の
う

お
け
る
問
題

点
と
留
意

点
、
高
齢
者

疾
患
の
特

徴
、
訪
問
診

療
時
の
バ
イ

タ
ル
サ
イ
ン

の
確
認
の
必

要
性
を
述
べ

た
。

　

在
宅
診
療

税
率
５
％
で
84
兆
円
消
失

歯援診研修会を開く
訪問診療補助加算の改定に対応

顎
関
節
症
に
筋
運
動
が
効
果

「収支不足500億」は偽り

税
収
減
招
い
た
消
費
税
増
税

社
保
研
究
部

松
本
氏〝
血
流
改
善
が
重
要
〟

顎関節症の理学療法について
語る松本憲氏＝６月17日、 　
Ｍ＆Ｄホール 　　　　　　　

施設基準の届出に対応した歯援診の
研修会＝６月16日、Ｍ＆Ｄホール 　

６月度生涯
研 修 講 座

大阪市政「改革」学習会

事実知らせ、撤回訴える

税収の推移

出典：財務省、総務省の税収決算額のデータより
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勤労者世帯の可処分所得と消費支出

1990 95 2000 05 10

出典：総務省「家計調査」のデータより

（年）

529万円529万円

可処分所得可処分所得

消費支出消費支出

596万円596万円

504万円504万円

398万円398万円

429万円429万円

370万円370万円

９兆円負担増９兆円負担増

消費税増税②

考財源

６
・
20
国
会
行
動

要
請
議
員
一
覧


